
令和６年度第２回本宮市介護保険運営協議会 

兼本宮市地域包括支援センター運営協議会次第 
 

 

日 時：令和７年２月１９日（水） 

午後３時 30分～ 

場 所：本宮市民元気いきいき応援プラザ   

中会議室（２階） 

 

１．開  会 

２．挨  拶 

３．報  告 

（１）介護保険事業の状況について・・・・・・・・・・・・・・・・資料１ 
                                 

  （２）地域包括ケアシステム構築に向けた取り組み状況について・・・資料２ 
                                                                                                                                

（３）第９期介護保険事業計画における各種指標の評価について・・・資料３ 

 

（４）包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の改正について【追加】 

 

４．議  事                                  

（１）令和７年度本宮市地域包括支援センター事業実施方針（案）・・資料４ 
 

５．そ の 他 

 

６．閉  会 

 



（1）介護保険事業の状況について

■被保険者推移

R3 R4 R5 R6 R7 R8
計画値 8,468 8,493 8,564 8,675 8,730 8,702

実績値　⓵ 8,457 8,534 8,614 8,666 - -

対計画比 99.9% 100.5% 100.6% 99.9% - -

R3 R4 R5 R6 R7 R8
計画値 1,395 1,411 1,425 1,346 1,356 1,362

実績値　⓶ 1,358 1,357 1,348 1,419 - -

対計画比 97.3% 96.2% 94.6% 105.4% - -

認定率(⓶/⓵) 16.1% 15.9% 15.6% 16.4% - -

【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値
 【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報

　令和6年9月末時点での被保険者数8,666人で、第9期計画の推計値8,675人を下回っている。
　一方、認定率は16.4%で前年より0.8ポイント上がり、第9期計画における令和6年度の推計値15.5%
も上回っている。
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■市町村別高齢化率（福島県、県北管内及び郡山市）

福島県 本宮市 大玉村 二本松市 郡山市 田村市 伊達市

前期高齢化率（％） 15.8 14.6 15.0 18.1 13.9 18.7 16.9

後期高齢化率（％） 18.0 15.3 13.9 19.1 15.1 20.8 21.1

高齢化率（％） 33.8 29.9 28.9 37.2 29.0 39.5 38.0

人口（人） 1,743,199 29,835 8,966 50,495 319,202 32,453 54,920

高齢者人口（人） 578,057 8,908 2,582 18,652 90,113 12,755 20,826

（出典）福島県現住人口調査月報、各自治体住民基本台帳(令和6年10月1日現在)　

　本宮市の高齢化率は県平均を下回る29.9%で、近隣市村と比較すると大玉村・郡山市に次いで低くなって
いる。
　第9期介護保険事業計画においても、総人口の減少に伴い、高齢化率は今後も増加することが想定され
ており、令和6年度以降は後期高齢者数が前期高齢者数を上回る見込になっている。
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■認定率（要介護度別）　　【令和6年(2024年）】

単位:%

全国 福島県 本宮市 大玉村 二本松市 郡山市 田村市 伊達市

要支援１ 2.9 2.5 1.5 1.2 1.7 3.2 1.6 2.2

要支援２ 2.8 2.5 1.8 1.7 1.8 2.4 2.5 2.6

要介護１ 4.1 3.9 3.9 3.8 4.1 4.7 3.6 4.3

要介護２ 3.3 3.5 2.8 3.2 3.6 2.6 3.4 3.9

要介護３ 2.6 2.8 2.4 2.4 3.0 1.9 3.6 2.8

要介護４ 2.5 2.7 2.6 2.2 2.5 2.4 2.8 2.9

要介護５ 1.6 1.7 1.6 1.6 1.7 1.2 1.8 2.0

合計認定率 19.7 19.6 16.6 16.2 18.4 18.5 19.3 20.7

　(出典)厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報、厚生労働省「地域包括ケアシステム『見える化システム』」

　本宮市の認定率は、全国・福島県より下回っており、近隣市村の中でも低い水準にある。前年度との比
較では、令和5年度15.6%から1ポイント上がり、令和6年度は16.6%となっている。
　認定率が上昇した背景としては、昨年度よりも医療機関に入院する患者数が多い状況である。インフル
エンザ、コロナ、マイコプラズマなど満遍なく患者数が多い。
　インフルやコロナり患をきっかけに入院し、ＡＤＬ（日常生活動作）が低下して余計に転びやすくなり、骨
折から介護サービスの介入をせざるを得えない状況となっていることが認定率上昇の要因と分析してい
る。
　今後も、要介護状態になることを未然に防ぐ健康づくりや、介護予防事業の充実が必要である。

　　※「見える化システム」に掲載されているグラフは、要介護度別数値の積上げに基づき作成されていますが、数値の
　　　四捨五入の取り扱いにより、合計数値と不整合の場合があります。
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■受給者１人あたり給付月額(要介護度別)　【令和6年(2024年）】

在宅及び居住系サービス

受給者1人あたり給付月額　(円)

全国 福島県 本宮市 大玉村 二本松市 郡山市 田村市 伊達市

（要支援1） 1,920 1,471 2,000 1,476 1,312 1,839 1,085 1,508

（要支援2） 3,871 3,047 3,392 2,866 2,802 3,039 3,641 3,499

（要介護1） 27,573 24,560 29,334 27,621 21,864 35,320 23,350 21,225

（要介護2） 31,256 30,468 32,323 36,150 32,634 28,673 30,549 31,640

（要介護3） 28,104 28,163 24,644 24,651 27,417 23,063 32,562 26,153

（要介護4） 24,524 23,646 18,655 15,832 17,278 24,489 18,538 25,657

（要介護5） 17,685 15,221 9,556 2,839 14,099 12,766 15,143 21,028

計 134,934 126,576 119,904 111,436 117,406 129,190 124,868 130,710

(出典)厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報、厚生労働省「地域包括ケアシステム『見える化システム』」

　令和6年度の在宅及び居住系サービス受給者1人あたりの給付月額は119,904円で、昨年度の115,899円と比べ
4,005円増加している。
　全国や県平均と比較し、総額は低くなっているが、要支援2から要介護2の比較的軽度の方の給付額が高くなって
いる傾向がある。
　増加した要因としては、認定者数の増加に伴い、介護サービスを利用する方が増えたことや令和6年4月に介護報
酬改定があり、報酬や加算など単価が上昇したことも影響していると分析している。

　　※「見える化システム」に掲載されているグラフは要介護度別数値の積上げに基づき作成されていますが、数値の
　　　四捨五入の取り扱いにより、合計数値と不整合の場合があります。
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 地域包括ケアシステム構築に向けた取り組み状況  （Ｒ７.１月末現在） 

     地域包括ケアシステムの構築に向けて、新しい総合事業への移行（介護予防含む）、地域ケア会議の充実、在宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進、生活支援サービスの体制整備等を図る。 
 

項 目 １．総合事業 ２．介護予防推進 ３．地域ケア会議 ４．在宅医療・介護連携 ５．認知症施策 
６．生活支援・介護予防サービス

基盤整備 

概 要 

 

・要支援１・２の訪問介護・

通所介護の給付事業から

地域支援事業への移行 

（平成 28年 2月移行済） 

 

・住民が通える地域で、住民主体

の介護予防の実施（いきいき百歳

体操の普及） 

・通いの場やフォローを要するケ

ースへの、リハビリテーション専

門職による支援 

 

・個別ケースの課題解決及び地域課題を

把握し、資源開発の検討へつなげる 

・高齢者の QOLの向上及び、ケアマネ等

のスキルアップやケアの質の向上を図る 

 

・在宅医療と介護を一体的に提供

するための支援 

①資源把握、 

②課題と対策、 

③切れ目ない医療介護の提供 

④情報共有の支援、 

⑤相談支援、 

⑥研修の開催、 

⑦住民への普及啓発、 

⑧複数関係自治体の連携により広

域連携の協議 

 

 

・認知症の人の意思が尊重され、住み慣れ

た地域で自分らしく暮らせる社会の実現

のため、認知症施策推進大綱に基づき実

施 

（１）認知症初期集中支援推進事業 

（２）認知症地域支援推進員事業 

 

 

・老人クラブやボランティア等の多

様な主体と連携し、日常生活の支

援体制の充実・強化及び高齢者の

社会参加の推進を図る 

令和 

６ 

年度 

 

①総合事業(要支援１・２ 

の訪問介護・通所介護)の

実施 

 

①リハビリテーション活動支援事

業の実施 

②介護予防講演会関係（高齢者

元気パワーアップ介護予防講座

5回(2月 26日開催講座含)、3

月 8日介護予防講演会（予定）） 

③いき百自主活動支援（1団体立

ち上げ済、現在 1４団体） 

④5月 30日いき百自主活動代

表者会議 

⑤オーダーメイド運動処方プログ

ラム「ロコタスⓇ」システムを使っ

た体力測定会、運動プログラムを

提案し在宅での運動支援、フレイ

ル予防啓発 

 

 

 

※令和３年度より、口腔・栄養・転

倒予防事業は高齢者の保健事業

と介護予防の一体的な実施に伴

い、保健課所管事業へ移行 

 

 

①１１月 6日地域包括ケア推進会議開催 

②６月１４日、１０月１８日、１月２４日包括

主催地域ケア会議（定期）を開催 

③自立支援型地域ケア会議 

ⅰ.奇数月開催、２ケース実施 

ⅱ.自立支援型地域ケア会議開催時に昨

年度ケースの振り返り 

ⅲ.３月自立支援型地域ケア会議意見交

換会開催 

 

 

①介護保険新規認定者へあんしん

セット（保険証ケース）の配布 

②県北保福との退院調整ルールの

実施 

ⅰ. 県北保福と合同で居宅、包括

へ「退院調整」に関するアンケート

実施 

ⅱ.１月２２日県北医療圏域退院調

整ルール運用評価会議出席 

 

①２月20日認知症初期集中支援チーム検

討委員会（予定） 

②認知症地域支援推進員活動、定例会毎

月開催 

ⅰ.６月１９日、８月２３日、3 月中旬（予定）

認知症ケア連絡協議会・情報交換会 

ⅱ.１２月１３日認知症ケア連絡協議会・研

修会「みんなで考える本宮市認知症地域支

援」 

ⅲ.９月２８日、１１月２日認知症講演会:映

画「オレンジ・ランプ」上映会 

Ⅳ.世界アルツハイマー月間の取り組み 

８月２７日～１０月２０日認知症図書コーナ

ーの設置（しらさわ夢図書館、中央公民館

図書室）、認知症啓発パネル展開催（白沢

公民館休憩スペース、中央公民館展示ホー

ル）、みずいろ公園ライトアップ、なごみ会

マリーゴールド植栽、ミニのぼり啓発 

③認知症カフェ 3ヶ所実施（月 1回開催） 

④認知症カフェ３団体に補助金交付 

⑤認知症サポーター養成講座の開催 

⑥８月２２日、２月３日介護者のつどい 

➆７月８日・７月１８日、1 月１７日・１月３０

日ファイブコグ検査 

 

 

①生活支援コーディネーター1 名

を社会福祉協議会へ委託 

 

資料 ２ 
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第９期介護保険事業計画における各種指標の評価について 

 

 

第９期介護保険事業計画に記載の下記事業の取組状況について評価する。 

なお、令和６年度実績値は令和７年１月現在の数値である。 

 

基本目標Ⅰ 健康でいきいき暮らせる地域をつくる 

 １．地域リハビリテーション活動支援事業 

【事業内容】 

住民主体の通いの場や地域ケア会議で検討された事例に対し、リハビリテーション専

門職を派遣します。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

派遣回数（回） 
目標 5 5 5 

実績 3 - - 

 

２．いきいき百歳体操の普及 

【事業内容】 

介護予防に関する知識の普及・啓発や、地域における自主的な介護予防に役立つ活動

として、いきいき百歳体操の普及を行い、自主的な活動を支援します。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自主グループ数（グループ） 
目標 17 18 19 

実績 14 - - 

 

３．ファイブコグ検査 

【事業内容】 

認知症に関する関心が高まる中、認知機能の状態を評価する検査を実施し、結果説明

会を開催します。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

開催数（回） 
目標 2 2 2 

実績 2 - - 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料 ３ 
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基本目標Ⅲ 認知症高齢者を支える地域をつくる 

１．認知症サポーター養成講座事業 

【事業内容】 

認知症について正しく理解するための講座を開催し、認知症になっても安心して暮ら

せるまちを目指します。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

延受講者数（人） 
目標 3,500 3,600 3,700 

実績 3,672 - - 

 

２．ＱＲコード活用見守り事業 

【事業内容】 

    道に迷う恐れのある認知症高齢者を介護している家族に対して、早期に身元が判明

するシールを交付することで、認知症高齢者の事故防止や介護者の負担軽減、及び地

域での見守り体制の充実を図ります。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数(人) 
目標 25 25 25 

実績 13 - - 

 

３．介護者のつどい事業 

【事業内容】 

    介護している家族の心身負担の軽減を図るため、介護についての講話及び介護者同

士の懇談などを行います。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

参加者数(人) 
目標 40 40 40 

実績 29 - - 

 

基本目標Ⅳ 認知症高齢者を支える地域をつくる 

１．自立支援型地域ケア会議開催 

【事業内容】 

     会議において専門職による検討を行い、高齢者の自立支援に資するケアマネジメン

トの実施を図ります。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

検討事例数(件) 
目標 12 12 12 

実績 9 - - 
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基本目標Ⅴ 持続可能な介護保険事業の運営体制をつくる 

１．介護資格取得支援事業 

【事業内容】 

介護人材の確保及び資質向上を図るため、介護職員初任者研修・介護福祉士実務者研

修の資格取得にかかる費用の一部を助成します。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用者数(人) 
目標 3 3 3 

実績 1 - - 

 

２．運営指導の実施 

【事業内容】 

介護サービス事業所等への運営指導により、介護給付等対象サービスの質の確保や工

場及び制度運営・保険給付等の適正化を図ります。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

運営指導事業所(箇所) 
目標 4 4 4 

実績 2 - - 

 

３．要介護認定の適正化 

【事業内容】 

指定居宅介護支援事業所、施設又は介護支援専門員が実施した変更認定又は更新認定

に係る認定調査の内容を市職員等が訪問又は書面等の審査により点検することにより、

適切かつ公平な要介護認定の確保を図るために行います。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

点検数(％) 
目標 90 90 90 

実績 100 - - 
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４．ケアプランの点検・住宅改修等の点検 

【事業内容】 

   介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容

を、事業者からの提出又は事業所への訪問調査等を行い、市職員等の第三者がその内容

等の点検及び指導を行うことにより、個々の受給者が真に必要とするサービスを確保す

るとともに、その状態に適合していないサービス提供を改善します。 

住宅改修費の申請時に請求者宅の実態確認、利用者の状態確認又は工事見積書の点検

を行ったり、竣工後に訪問調査等により施工状況の点検を行う。福祉用具利用者に対す

る訪問調査等により、福祉用具の必要性や利用状況等の点検を行います。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ケアプラン点検数(件) 
目標 25 25 25 

実績 11 - - 

住宅改修の実施点検数

（件） 

目標 2 2 2 

実績 1 - - 

 

５．縦覧点検・医療情報との突合 

 【事業内容】 

後期高齢者医療制度及び国民健康保険の入院情報等と介護保険の給付情報を突合し、

給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行う。受給者ごとに複数月にまたがる

支払情報（請求明細書の内容）を確認し、提供されたサービスの整合性の点検を行う。 

点検を行うことで、請求内容の誤り等を発見し適切な処置を行います。 

指 標(単位) 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

点検率(％) 
目標 100 100 100 

実績 100 - - 
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令和７年度本宮市地域包括支援センター事業実施方針（案） 

 

 

本方針は、介護保険法（以下「法」という。）第 115条の47第 1項基づき、地域包

括支援センター（以下「センター」という。）が、包括的支援事業を円滑に実施できる

よう、運営協議会の審議による意見を踏まえて定める。 

 

１．地域包括ケアシステムを構築すること 

 センターは、地域住民が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、住まい・医療・介護・介護予防・生活支援が一体的に提供され

る地域包括ケアシステムの構築に努める。 

 市とセンターは、地域包括ケアシステム構築のため、医療介護を含めた多職種の連

携強化、生活支援の体制整備、認知症施策の推進、介護予防の推進、地域ケア会議

の推進による地域課題の把握と政策提言、多様な担い手で支え合いの体制づくりに

努める。 

 また、地域共生社会の構築に向けた地域の連携体制に努める。 

 

２．重点的に取り組む事業 

 センターは、個別の課題解決や関係機関からの情報収集、地域住民の声などから、

地域の実態と課題の把握に常に努め、重点的に行う目標を定めて市と共有し、地域

協働による支援体制も含めた地域の課題解決に努める。 

  ・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に向けて連携を図り、介護予防と重度

化防止に努める。 

  ・認知症基本法の基本理念に基づき認知症の人が尊厳を保持し、希望を持って暮ら

すことができるよう認知症に対する正しい知識・理解に向けた周知を行い、地域に

おける認知症の人や家族を応援するボランティアの育成・支援、チームオレンジの

整備等に取り組み、支え合いの地域づくりに努める。 

 

３．地域社会及び専門職と連携すること 

 センターは、高齢者を取り巻く多種多様な課題に対応するため、地域連携・多職種

連携等を目的に開催される会議などの様々な機会を通じて、介護事業者・医療機

関・民生委員・ボランティア等の関係者との連携強化と協働を意識し、高齢者を支援

するネットワーク構築に努める。 

 

４．介護予防ケアマネジメント（第 1号介護予防支援事業）を実施すること 

 センターは、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じ利用者の自立

に向け設定された目標を達成できるよう配慮する。 

また、第１号介護予防支援事業を実施する際、指定介護予防サービス事業所の活

用に加え、住民主体の通いの場やインフォーマルサービス等の活用を推進する。 

 

 

資料 ４ 
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５．介護支援専門員への支援をすること 

センターは、介護支援専門員からの個別相談を受ける体制をつくり、定期的な情

報交換会や介護支援専門員の資質向上に向けた勉強会の開催、介護支援専門員が

抱える支援困難事例等への助言を行うなど、介護支援専門員を支援するように努め

る。 

 

６．地域ケア会議を運営する 

センターは、高齢者への包括的・継続的ケアマネジメント支援業務の効果的な実施

のために必要な検討を行い、地域住民が住み慣れた地域で暮らし続けることが出来

るよう地域ケア会議を開催し、また、自立支援の観点から市が主催する自立支援型

地域ケア会議への出席に努める。 

 

７．市と連携する 

 センターは、地域の高齢者の総合相談に応じ、適切な保健福祉の推進が図れるよ

うに市関係部局と連携し、支援等を行う。 

また、市とセンターは定期的に地域包括支援センター会議を開催するとともに、そ

の他必要な連絡会議等に出席し、地域資源の情報共有や意見交換に努める。 

 

８．公正・中立性を確保する 

 センターは、公益的な機関として、特定の事業所や機関に偏ることなく、地域の高

齢者の自己決定権を尊重し、介護保険法及び各種法制度を遵守し、公正かつ中立な

事業運営をする。 

 



本宮市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の
一部改正について

【法律の改正】介護保険法施行規則の改正に伴う条例改正

【改正の目的】地域包括支援センターの人材確保が困難となっている現状を
踏まえ、現行の配置基準を存置しつつ、柔軟な職員配置を可
能とするもの。
(※地域包括支援センター運営協議会が認める場合に限る)

【改正の内容】①常勤換算方法による配置
②複数拠点で合算して３職種を配置

【施行期日】 公布の日から施行



◆改正① 常勤換算方法による配置
地域包括支援センターの担当区域における専門職については、専従・常勤の職員として配置す

ることとしていたところ、引き続きこれを原則としたうえで、地域包括支援センター運営協議会
が必要と認める場合には、常勤換算方法により配置基準を満たすことが可能とする。

※常勤換算方法→複数の非常勤職員の勤務時間を合算して常勤職員数に換算する方法

例【Ａ包括】高齢者3,800人 法定職員数:３人
常勤職員２人、常勤換算１人(非常勤職員２人) ⇒ ３人配置基準を満たす

常勤職員 1人
(1日８h・週５勤務)

常勤職員 1人
(1日８h・週５勤務)

常勤換算職員 １人
(1日4h・週５勤務) ＋(1日4h・週５勤務)

非常勤 １人 非常勤 １人

主任介護支援専門員 社会福祉士 保健師



◆改正② 複数拠点で合算して３職種を配置
地域包括支援センターにおける効果的な運営に資すると地域包括支援センター運営協議会が認める場

合には、複数の地域包括支援センターの担当区域を一つの区域とみなして、各センターに配置すべき３
職種の常勤職員数の合計を配置することにより、それぞれのセンターの配置基準を満たすものとする。

この場合でも、２職種の配置は必須とする。

改正前 改正後


